2013年ストライキ批准の成立と闘争指令権確立宣言
自治労は、第85回臨時大会において、①「要求―交渉―妥結」の交渉サイクルの確立と妥結結果の協約化・書面化の推進、②公務員の賃金・労働条件の確保、③雇用と年金の接続の確立、④人員確保・男女平等産別統一闘争の推進、⑤地方財政の確立、⑥非正規労働者の雇用継続・処遇改善、⑦公共民間・中小の労働条件の底上げ、⑧公契約条例推進・公共サービスの強化を2013春闘方針で決定し、単組・県本部・本部が一体となって全力で取り組むことを確認した。
「デフレ脱却」と称し、安倍内閣は日銀を半ば強制する形で、2％のインフレターゲットを設定した。これにより、金融緩和への期待感から景気回復へ向かうように見えるが、物価上昇に賃金上昇や雇用改善が連動しない可能性が高いと言わざるをえない。雇用の現場においては、「国際競争力の強化」の名のもと、非正規労働者への置き換えが進行し、その割合は、労働者全体の35.2％と過去最高に至っている。このことが、労働者全体の賃金抑制の要因ともなっている。また、生活保護受給世帯・受給者は156万世帯、214万人を超え過去最多を更新しており、自民党政権による「生活保護切り捨て」により、格差が一層拡大することが懸念される。厳しさを増す人々の生活を改善するためにも、非正規労働者を含むすべての働くものの安定雇用と賃金をはじめとした労働者への適正な配分が必要不可欠である。
安倍内閣は国公の臨時特例法による7.8％削減に準じた措置を地方に要請することを決定した。この間、地財計画では増え続ける行政需要・経費への対応として給与関係経費は減少を続け、自治体は大幅に減少した人員のなかで拡大する業務を支えてきている。加えて、多くの自治体が独自の給与削減を実施してきており、これ以上の人件費削減は断固として認められない。地方自治と労使自治を踏みにじる「地公波及」を阻止することが必要である。
このような厳しい情勢をふまえ、自治労は、２月13～20日をゾーンとし、全単組で「年間を通して一波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争体制」を確立する批准投票を実施した。その結果、本日、第２回拡大闘争委員会は、73.38％の批准率で闘争指令権が確立されたことを確認し、闘争指令権を中央闘争委員長に委譲することを決定した。3月15日を全国統一行動日として設定し、当局から前進回答を引き出すことをめざす。
地域春闘との連携をはかり、公共民間単組・全国一般単組の要求前進、臨時非常勤等職員の雇用安定・処遇改善、男女間格差の是正など、自治労一体となって最後まで春闘をたたかう。さらに、「地公波及」阻止のたたかいは、3月26日の総務大臣回答以降も、4月に設定する全国統一交渉に向けて全力を挙げてたたかい抜く。
　自治労は、組合員の生活と権利を守り抜く１年間のたたかいの起点として2013春闘を位置づけ、諸要求の実現まで全組合員が一丸となってたたかい抜くことをここに宣言する。
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